
   
  

 
能登半島地震・豪雨におけるこれまでの取組と今後の対応方針について 

１ 生活再建 

１－１ 住まいの確保 

（１）応急仮設住宅の建設(1ページ) 

＜能登半島地震＞ 

   ・ 応急仮設住宅については、必要戸数の全てが完成。(6,882戸)  
   ・ 浸水被害のあった 6団地は全て復旧工事が完了。(218戸) 

＜9月 20日からの大雨＞ 

   ・ 応急仮設住宅については、必要戸数の全てが完成。(286戸) 

 

（２）恒久的住まいの確保（2ページ、8ページ） 

   ・ 地域福祉推進支援臨時特例交付金の創設 

   ・ 災害復興住宅融資や「いしかわ型復興住宅」モデルプラン集によって住まいの自力再建を後押し。 

   ・ 災害公営住宅整備については、一部市町で建築工事等に着手し、必要戸数約 3,000戸のうち、累計

2,880戸程度の事業の具体化が図られる。 

   → 引き続き、自力再建や災害公営住宅の早期整備に向けて支援。 

 

１－２ 被災者の命・健康を守るための取組 

（１）被災者の命・健康を守るための取組（2ページ） 

・ 被災地における心のケア等については、「石川こころのケアセンター」を設置。 

  また、令和７年２月２５日に能登半島北部に新たな拠点（石川こころのケアセンター奥能登）を設置。 

    【活動実績（総数）】 電話相談：1,061件 仮設住宅等への訪問支援：809件（令和７年８月末時点） 

・ 保健師等による巡回訪問や、 見守り・相談支援を実施。 

     【被災者見守り・相談支援等事業の実績】 

     ：支援件数（累計）：260,280 件（令和６年１月～令和７年８月） 

→ 仮設住宅の高齢者等への相談支援や食事・入浴等を提供するサ

ポート拠点６箇所については令和７年６月までに５箇所が開業。 

残りの１箇所は令和７年度中の整備完了に向けて現在工事中。 

 

（２）保育所（3ページ） 

・ 奥能登２市２町において、地理的に通える範囲内でいずれかの園の利用ができている状況。 

・ 利用児童数に対応した保育士数は確保できている。 

 → ２次避難しているこどもが戻ってきた時に、安心して保育を受けられる体制を整備（災害復旧の完

了、保育士の確保等）。 

 

 
 
 
 
 

１－３ 医療・介護施設の復旧に向けた取組（2 ページ） 

（１）医療施設 

・ 能登北部・中部の 13病院中、12病院が既に診療再開済み。 

 

（２）高齢者施設 

・ 被災前の能登地域６市町の 92施設中、82施設が運営中（再

開した 19施設含む）。運営中を除く 10施設中、１施設が再開

予定、１施設が当面休止、８施設が廃止（うち１施設は他施設

と統合）。【９月１日時点】 

 

（３）障害福祉施設 

・ 被災した能登地域６市町の 46施設中、39施設が復旧済(９月 30日時点）。 

残り 7施設中、1施設が再開の方向で検討中。 

→ 引き続き、施設復旧に向けた支援を推進。 

 

 

１－４ 特別行政相談及び応援職員の派遣の取組（4 ページ） 

（１）特別行政相談 

・生活支援情報の提供や被災者からの相談に対応し、被災者に寄り添う

「特別行政相談活動」を展開（石川県内 134か所で開設。約 5,800件

の相談に対応。） 

→ 自治体との連携を強化し、更に充実 

 

 

 

 

（２）応援職員の派遣 

・ 被災自治体において不足する人員について、全国の自治体から職員を派遣し支援 

   ＜能登半島地震＞ 

    【短期の職員派遣の実績】  最 大 時：17市町  1,263名（1月 26日時点） 

延べ人数：18市町 115,959名 

    【中長期の職員派遣の実績】 319名の派遣を決定し、順次派遣。 

   ＜9月 20日からの大雨＞ 

    【短期の職員派遣の実績】  最 大 時：3市町   94名（10月 14日時点） 

延べ人数：3市町 3,310名 

→ 応急対策職員派遣制度の円滑な運用を行うため、 

要綱等を改正し、長期化に対応 

令和７年度に被災自治体において不足する人員について、 

全国の自治体からの職員派遣の調整。本年４月以降順次派遣。 

 
 

  

こころのケアセンターの活動の様子 

特別行政相談所 

現場での測量業務 

木造（まちづくり型） 

応急仮設住宅 

珠洲市：旧日置中学校グラウンド 

介護施設の復旧の様子 



   
  

 
能登半島地震・豪雨におけるこれまでの取組と今後の対応方針について 

２ なりわい再建 

２－１ 農林水産業（5 ページ） 
（１）農業 

・ 奥能登地域では、豪雨により 400haの農地に被害。 

→ 被災した農地のうち今春の作付けを目指していた約 170ha で復

旧が完了。 

また、令和 7年は約 2,000haの水田で作付け。引き続き、国、

県、市町、JAが一体となって一枚でも多くの農地での営農再開を 

目指す。 

 

（２）林業 

・製材工場等 49 施設で営業再開。 

→再開を望む 9施設について、引き続き復旧・整備への支援を実施。 

・特に被害が甚大な山腹崩壊(10 箇所)において国直轄による復旧事業を実施し、全箇所で応急対策が完了。

被災した林道施設等も含め、順次、本復旧工事に着手。 

 

（３）水産業 

・石川県の北部 6 市町については、施設が復旧するとともに、海女漁、刺し網

漁、底びき網漁（ずわいがに漁を含む）、定置網漁等が再開し、漁獲も順調

に回復。また、輪島港の復旧に伴い、舳倉（へぐら）島周辺での海女による

サザエ・アワビ漁が令和 7年 7月より再開。 

→ 引き続き漁港や共同利用施設の復旧等を進め、被災地の漁獲の回復に取り

組む。 
 

２－２ 中小企業向け支援（6 ページ） 
・ なりわい補助金の申請受付とあわせて、延べ 71回の説明会（延べ約 6,500人参加）。 

・ 輪島塗の仮設工房は、希望する全ての職人が入居可能。 

・ 仮設商店街等も概ね整備を完了。追加要望に対応中。 

・ 昨年９月の豪雨災害の際には、「能登半島地震と同水準の支援」を直ちに措置。 

 【支援実績】-なりわい補助金：1,603件交付決定 

 -小規模事業者持続化補助金：2,936件採択 

         -仮設工房：85室整備完了、伝産支援補助金：338件採択 

         -商店街にぎわい創出事業：144件採択、商店街災害復旧事業：17件交付決定 

         -仮設商店街：19 件整備完了 

  → 被災事業者の置かれた状況は様々であり、引き続き被災者に寄り添いながら支援を推進。 
 

２－３ 観光（8 ページ） 
・ 北陸 4県での「北陸応援割」の実施等により、宿泊施設が通常通り営業可能な地域への風評被害を払拭し、

旅行需要を下支え。 

→ 地元の意見を踏まえながら、今後の被災地の復興状況に応じ可能な限り速やかに開始できるよう、能登地域

を対象とした補助率 7割の手厚い「復興応援割」を検討。 

・ 和倉温泉における旅館の再開状況は、組合加盟 20施設のうち７施設が一般客の受入を再開、５施設が支援

者のみ受入。 
 

２－４ 雇用・労働に対する対応（2 ページ） 
 ・ 雇用調整助成金の特例措置やハローワークによる地域の雇用対策等を実施。 

   【雇用調整助成金（特例措置）の支給実績】：41.2億円 （令和 7年 8月末時点、石川県） 

→ 在籍型出向を活用する事業主に対する助成金の創設や、令和７年１月以降、現在の雇用調整助成金の特例措

置と同様の休業支援を１年間受けられる措置を講じた。能登地域の復旧・復興に向けた雇用対策について、在

籍型出向支援を基本とし、県・市・地元経済界等と一体となって取り組む。 

３ 公費解体（7 ページ） 
・ 公費解体申請数：44,026棟（令和７年９月 15日時点石川県発表） 

・ 令和７年１月 31日及び７月 31日に改定された「公費解体加速化プラン」に沿

って災害廃棄物処理を推進［解体完了棟数（累計） ：36,563棟（令和７年９月

15日時点）解体見込棟数に対して約 84％が解体完了］ 

→ 原則、本年 10月末の公費解体完了、令和８年３月末の災害廃棄物の処理完了を 

目指し、解体、撤去を推進。 

４ インフラ等 

４－１ 道路（8 ページ） 
  ・ 国道 249 号沿岸部（輪島市門前町～珠洲市間）は、12/27 までに全線通行確保（一部区間では、

迂回路を活用、緊急車両・地元車両限定） 

・ 令和６年内に全ての集落等※1へのアクセスを確保 

・ 県道以上の通行止め箇所数  ＜能登半島地震＞       87 箇所(1/1)→８箇所 

     ＜令和６年９月 20 日からの大雨＞ 48 箇所(9/22)→５箇所 

     ＜令和７年８月 ６日からの大雨＞ 11 箇所(8/12)→１箇所 

→ 引き続き本復旧を推進。国道 249 号沿岸部(輪島市門前町～珠洲市間）は、令和 11 年春迄の本復旧完了を予定。令

和６年能登半島地震から５ヶ年程度での本復旧完了を目指し、工程短縮を図る。「能登半島における広域道路ネット

ワーク検討会」で能登の持続的な発展を支え、地方創生の礎となる道路ネットワークを構築するための基本方針を令

和７年３月にとりまとめた。国道 249 号や県道などの能登半島沿岸部を通る道路について、周遊観光の促進・「道の

駅」の集客強化・サイクルツーリズムの活性化・魅力ある風景街道の創出などにより、人を呼び込む絶景海道を復

興。令和７年７月 31 日には、第３回検討会を開催し、復興に向けた具体的な取り組みについて議論。 

４－２ 土砂災害・河川（9 ページ） 
・ 国による権限代行等の制度も活用し、土砂・洪水氾濫による被害が発生した塚田川等

の大雨による被災箇所も含め、令和 7年出水期までに応急安全対策が完了。 

→ 河川の本復旧・改良工事は令和 10年度末、土砂災害の恒久対策は令和 11年度末まで

の完了を目指す。 

４－３ 上下水道（9 ページ） 
・ 復旧困難地域等を除き、地震による断水は令和 6年 5月末に、大雨による断水は令和 6年 12月末に解消。 

  ※地震により約 13.6万戸断水。豪雨により約 5,200戸断水。 

→ 復興まちづくり計画等を踏まえ分散型システムの導入も含めて検討しつつ、令和 10年度末までの完了を目指

し、本復旧を進める。 

４－４ 浄化槽（7 ページ） 
・ 公共浄化槽については、住民へ復旧意向の確認を取れた約 1,070基につい

て、復旧工事は概ね完了。 
・ 個人設置型浄化槽については、市町において約 1,290基の復旧補助申請を

受付し、うち約 800基が復旧完了。残りの約 490基も工事着手済。 

→ 引き続き、住民ニーズを踏まえ順次対応。 

 

山腹崩壊の応急対策完了 

（大型土のう設置） 

定置網漁の水揚げ 

塚田川水系塚田川（輪島市） 

地震により浮き上がった
浄化槽（七尾市内の例） 

国道 249 号輪島市 

千枚田工区 

※1長期避難箇所に関連するところは除く 

うち３箇所は緊急車両※2通行可 

うち１箇所は緊急車両※2通行可 

※２緊急車両には地元車両を含む。 

輪島朝市 

輪島塗の仮設工房 



   
  

 
能登半島地震・豪雨におけるこれまでの取組と今後の対応方針について 

４－５ 液状化災害の再発防止対策（9 ページ） 
・ 石川県・富山県・新潟県等の広い範囲で、液状化による宅地被害が発生。 

・ 被災自治体における再発防止に向けた対策の検討に対する調査等の支援により、市町にお

いて、令和７年３月末までに液状化対策を含む復興計画を策定。 

（内灘町、かほく市、金沢市、羽咋市、高岡市、氷見市、射水市、新潟市） 

→ 地元住民の合意形成のもと、順次、実証実験や対策工事が開始の見込み。 

・ 内灘町やかほく市、金沢市等において液状化に伴い側方流動が生じ、土地境界と現況に

ズレが発生。 

・ 側方流動の生じた自治体に対し、令和６年 10 月から土地境界の確定に関する専門家（※１）を派遣し、地籍再調査

による筆界と現況とのズレの把握や、今後の土地境界確定手法（※２）についての助言等を実施しており、金沢市、

かほく市及び内灘町において地籍再調査に着手。 

（※１）土地家屋調査士、測量士及び土地区画整理事業の専門家 

（※２）土地区画整理事業等 

→ 国土交通省、法務省、石川県、内灘町、かほく市等を構成員とするプロジェクトチームを設置し(令和７年５月）、

「土地境界再確定加速化プラン」をとりまとめ公表（令和７年９月１日）。地籍調査事業による境界再確定に向けた調

査を最短で令和８年度中に完了することを目指して地籍調査事業を加速化。令和７年９月 30 日現在、金沢市、かほく

市及び内灘町において地籍再調査を実施中。 

４－６ 港湾（9ページ） 

・ 地盤の隆起や津波の襲来等により、甚大な被害が発生した能登半島地域では、応

急復旧により港湾機能を一定程度確保し、輪島港での漁業の再開など地域のなりわ

い再開に貢献。 

・ 全ての港湾で本格的な復旧工事に現地着工。 

・ 令和 6年 12月に和倉温泉護岸の復旧･再整備に全面着工し、 

令和 7年 3月より工事を本格化。 

→ 旅館の営業再開に間に合うよう令和 8年度中の可能な限り早期の完了を目指す。 

→ 地盤隆起の影響を受ける輪島港は、令和 8年度中の可能な限り早期の完了を目指す。 

その他の港湾は、地震により被災した施設の復旧事業の推進とともに、令和 7年 8月の大雨による被害※に

対しても速やかな対応を図ることで、被災地の迅速な復旧・復興を進め、令和 7年度中の完了を目指して取

組を進め、被災前貨物量への回復を図る。      ※ 穴水港、宇出津港、小木港における施設背後の浸水被害 

４－７ 海岸（9 ページ） 

・ 甚大な津波被害があった宝立正院海岸では、国による権限代行により、大型土のう等による応急復旧を令和

6年 4月までに実施。 

・ 地元調整が整った地区から本復旧に着手し、令和７年９月で全地区着手。 

→ 引き続き、背後の復興まちづくりと整合を図りつつ、珠洲市と連携して、令和 8年の本格的な台風期前の完

成を目指す。 

 

４－８ 漁港（5ページ） 

・ 地盤隆起のない地域では、全ての漁港で陸揚が可能。順次本復旧に着手。 

 → 着工後概ね 3年間で復旧工事の完了を目指す。 

・ 地盤隆起等のあった外浦地域 16 漁港のうち、復旧方針の定まった 11 漁港について

順次本復旧に着手。なお、5漁港は復旧方針を協議中。 

→ 地盤隆起等のあった外浦地域の漁港について、5漁港の復旧方針の決定を支援する

とともに、本復旧を加速。 

 

 
 

４－９ 復興まちづくり（9ページ） 

・ 被災した 7市町(※１)において、令和 7年 3月までに復興まちづくり計画を策定・公表。 

→ 引き続き、市街地の面的復興が必要な 5市町 11地区（※２）において、 

令和７年度に、地区別の復興まちづくり事業の整備計画を策定し、一部地区では事業に着手。 

※１：輪島市、珠洲市、能登町、穴水町、七尾市、志賀町、中能登町 

※２：輪島市（朝市通り周辺、門前、町野）、珠洲市（飯田、宝立、正院、蛸島）、能登町（白丸）、穴水町（中心市街地）、七尾市

（和倉、御祓） 

 

４－１０ 通信・放送（10 ページ） 

・ 通信・放送ともに、復旧は概ね完了 

→ 立入困難な場所については、一部サービスの本復旧が長期化する可能性があり、息の長い支

援が必要。 

能登半島地震の教訓を踏まえ、インフラ強靭化や官民連携による「通信復旧支援士

（仮）」の構想の実現に向けた調査を推進。 

令和７年７月７日に総務省から輪島市へ無線局設備を貸与し、臨時災害放送局が開局。 

 

４－１１ 文教施設・文化財等（11 ページ） 

（１）文教施設 

・ 補修復旧を行う奥能登 56校において本復旧の設計が完了したものから順次工事に着手。  

→ 大多数の学校において令和 7年度中に完了予定。 

  復旧完了 14校 (令和 7年 9月 30日時点) 

・ 新築復旧を行う 12校は、仮設校舎等にて授業を実施。本復旧に向けて設計に着手。 

（２）文化財 

・ 被災文化財の本格復旧に向けた災害復旧事業を実施。また、被災地における伝統行事や伝統

芸能の継承等への支援を実施。 

  【災害復旧事業の実績】：着手済 46件 (令和 7年 9月 30日時点) 

 

 

液状化被害（内灘市街地） 

通信基地局の損壊 

旧角海家住宅(重要文化財) 

学校施設の被害 護岸復旧のための

仮設道路整備 

（和倉港） 

座礁し傾いた漁船 
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